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議案第１０３号 川崎市火災予防条例の一部を改正する条例

の制定について 

対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する条例の

制定に関する基準を定める省令の一部改正に伴い、急速充電設備の全出力の上限を設け

ないこととすること等のため改正するもの 

１ 対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する条例の

制定に関する基準を定める省令の一部改正（令和５年総務省令第８号） 

２ 改正の主な内容 

（１）上記１に伴い、急速充電設備について、全出力の上限を設けないこととし、コネク

ターを用いて充電するものであることを明確化し、及び分離型の急速充電設備にあっ

ては、充電ポストを含むこととするもの 

  ※ 急速充電設備とは、電気を設備内部で変圧して、電気自動車等にコネクター（充

電用ケーブルを電気自動車等に接続するためのものをいう。）を用いて充電する設

備（全出力が２０キロワット以下のものを除く。）をいう。 

  ※ 分離型の急速充電設備とは、変圧する機能を有する設備本体及び充電ポスト（コ

ネクター及び充電用ケーブルを収納する設備で、変圧する機能を有しないものをい

う。）により構成されるものをいう。 

（２）上記１に伴い、急速充電設備の位置、構造及び管理の基準を次のとおり定めるもの 

ア コネクターと電気自動車等が確実に接続されていない場合には、充電を開始しな

い措置を講ずること。 

イ 急速充電設備のうち分離型のものにあっては、充電ポストに蓄電池（主として保

安のために設けるものを除く。）を内蔵しないこと。 

（３）消防長が指定する劇場の舞台等を有する防火対象物における喫煙所に健康増進法に

規定する喫煙専用室標識が設置されている場合は、条例に規定する「喫煙所」と表示

した標識は設けなくてよいこととするもの  

３ 施行期日 

令和５年１０月１日から施行。ただし、上記２（３）については、公布の日から施行 

2

資料１



議案第１０３号参考資料 

川崎市火災予防条例の一部を改正する条例関係 

１ 消防法施行規則及び対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取

扱いに関する条例の制定に関する基準を定める省令の一部を改正する省令による対象火

気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する条例の制定に関

する基準を定める省令（以下「対象火気省令」という。）の一部改正 令和５年２月２

１日公布 同年１０月１日から施行 

２ 条例改正に関係する上記１の主な内容 

（１）対象火気省令において、急速充電設備は全出力が２０ｋＷを超え、２００ｋＷ以下

のものとされ、全出力が２００ｋＷを超えるものは変電設備として扱われていたとこ

ろ、令和４年度に開催された消防庁の「急速充電設備の規制のあり方に関する検討部

会」において、急速充電設備の全出力が２００ｋＷを超えることによって新たな火災

危険性は確認されないとの検討結果が報告されたことを踏まえ、急速充電設備の全出

力の上限を設けないこととし、全出力が２００ｋＷを超えるものも急速充電設備とし

て扱われることとされた。 

（２）対象火気省令に規定する急速充電設備については、コネクターを用いて充電するも

のとそうでないものを区別していなかったところ、コネクターを用いて充電するもの

であることが明確化された。 

（３）従前の対象火気省令における急速充電設備に係る基準は、変圧する機能を有する設

備本体とケーブルが一体となって充電する一体型の急速充電設備を想定した基準とな

っていたところ、分離型の急速充電設備にも対応した基準へ改めるため、分離型の急

速充電設備が新たに位置づけられるとともに、火災予防上必要な措置の見直しが行わ

れた。 

３ 喫煙所に設置する標識に係る改正について 

消防長が指定する劇場の舞台等を有する防火対象物における喫煙所には、「喫煙所」

と表示した標識を設置しなければならないこととしているところ、健康増進法の規定に

より、専ら喫煙をすることができる場所である旨、２０歳未満の者の立入りが禁止され

ている旨等を記載した喫煙専用室標識が設置されている場合は、「喫煙所」と表示した

標識は設けなくてよいこととするもの 
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川崎市火災予防条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

○川崎市火災予防条例 ○川崎市火災予防条例 

昭和48年７月３日条例第36号 昭和48年７月３日条例第36号

（急速充電設備） （急速充電設備） 

第14条の２ 急速充電設備（電気を設備内部で変圧して、電気自動車等（電

気を動力源とする自動車、原動機付自転車、船舶、航空機その他これらに

類するものをいう。以下同じ。）にコネクター（充電用ケーブルを電気自

動車等に接続するためのものをいう。以下同じ。）を用いて

充電する設備（全出力20キロワット以下のものを除く。）をいい、分離型

のもの（変圧する機能を有する設備本体及び充電ポスト（コネクター及び

充電用ケーブルを収納する設備で、変圧する機能を有しないものをいう。

以下同じ。）により構成されるものをいう。以下同じ。）にあっては、充

電ポストを含む。以下同じ。）の位置、構造及び管理は、次に掲げる基準

によらなければならない。 

第14条の２ 急速充電設備（電気を設備内部で変圧して、電気自動車等（電

気を動力源とする自動車等（道路交通法（昭和35年法律第105号）第２条第

１項第９号に規定する自動車又は同項第10号に規定する原動機付自転車を

いう。第11号において同じ。）をいう。以下この項において同じ。）に充

電する設備（全出力20キロワット以下のもの及び全出力200キロワットを超

えるものを除く。）をいう                     

。以下同じ。）の位置、構造及び管理は、次に掲げる基準に

よらなければならない。 

(１) その筐(きょう)体は、不燃性の金属材料で造ること。ただし、分離

型のものの充電ポストにあっては、この限りでない。

(１) その筐(きょう)体は、不燃性の金属材料で造ること。

(２) 堅固に床、壁、支柱等に固定すること。 (２) 堅固に床、壁、支柱等に固定すること。 

(３) 雨水等の浸入防止の措置を講ずること。 (３) 雨水等の浸入防止の措置を講ずること。 

(４) 充電を開始する前に、急速充電設備と電気自動車等との間で自動的

に絶縁状況の確認を行い、絶縁されていない場合には、充電を開始しな

い措置を講ずること。 

(４) 充電を開始する前に、急速充電設備と電気自動車等との間で自動的

に絶縁状況の確認を行い、絶縁されていない場合には、充電を開始しな

い措置を講ずること。 

(５) コネクター と電気自動車等が確実に接続されていない場合には、

充電を開始しない措置を講ずること。 

(５) 急速充電設備と電気自動車等が確実に接続されていない場合には、

充電を開始しない措置を講ずること。 

(６) コネクターが電気自動車等に接続され、電圧が印加されている場合

には、当該コネクターが当該電気自動車等から外れないようにする措置

を講ずること。 

(６) 急速充電設備と電気自動車等の接続部に電圧が印加されている場合

には、当該接続部が            外れないようにする措置

を講ずること。 

(７) 漏電、地絡及び制御機能の異常を自動的に検知する構造とし、漏電、 (７) 漏電、地絡及び制御機能の異常を自動的に検知する構造とし、漏電、
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改正後 改正前 

地絡又は制御機能の異常を検知した場合には、急速充電設備を自動的に

停止させる措置を講ずること。 

地絡又は制御機能の異常を検知した場合には、急速充電設備を自動的に

停止させる措置を講ずること。 

(８) 電圧及び電流を自動的に監視する構造とし、電圧又は電流の異常を

検知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させる措置を講ずるこ

と。 

(８) 電圧及び電流を自動的に監視する構造とし、電圧又は電流の異常を

検知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させる措置を講ずるこ

と。 

(９) 異常な高温とならない措置を講ずること。また、異常な高温となっ

た場合には、急速充電設備を自動的に停止させる措置を講ずること。 

(９) 異常な高温とならない措置を講ずること。また、異常な高温となっ

た場合には、急速充電設備を自動的に停止させる措置を講ずること。 

(10) 急速充電設備を手動で緊急に停止することができる装置を、当該急

速充電設備の利用者が異常を認めたときに、速やかに操作することがで

きる箇所に設けること。 

(10) 急速充電設備を手動で緊急停止させることができる措置を講ずる 

こと。 

(11) 急速充電設備と電気自動車等の衝突を防止する措置を講ずること。 (11) 自動車等         の衝突を防止する措置を講ずること。

(12) コネクター

について、操作に伴う不時の落下を

防止する措置を講ずること。ただし、コネクターに十分な強度を有するも

のにあっては、この限りでない。 

(12) コネクター（充電用ケーブルを電気自動車等に接続するための部分

をいう。以下この号において同じ。）について、操作に伴う不時の落下

を防止する措置を講ずること。ただし、コネクターに十分な強度を有す

るものにあっては、この限りでない。 

(13) 充電用ケーブルを冷却するため液体を用いるものにあっては、当該

液体が漏れた場合に、漏れた液体が内部基板等の機器に影響を与えない

構造とすること。また、充電用ケーブルを冷却するために用いる液体の

流量及び温度の異常を自動的に検知する構造とし、当該液体の流量又は

温度の異常を検知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させる措

置を講ずること。 

(13) 充電用ケーブルを冷却するため液体を用いるものにあっては、当該

液体が漏れた場合に、漏れた液体が内部基板等の機器に影響を与えない

構造とすること。また、充電用ケーブルを冷却するために用いる液体の

流量及び温度の異常を自動的に検知する構造とし、当該液体の流量又は

温度の異常を検知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させる措

置を講ずること。 

(14) 複数の充電用ケーブルを有し、複数の電気自動車等に同時に充電す

る機能を有するものにあっては、出力の切替えに係る開閉器の異常を自

動的に検知する構造とし、当該開閉器の異常を検知した場合には、急速

充電設備を自動的に停止させる措置を講ずること。 

(14) 複数の充電用ケーブルを有し、複数の電気自動車等に同時に充電す

る機能を有するものにあっては、出力の切替えに係る開閉器の異常を自

動的に検知する構造とし、当該開閉器の異常を検知した場合には、急速

充電設備を自動的に停止させる措置を講ずること。 

(15) 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵しているものにあっては、当該蓄

電池（主として保安のために設けるものを除く。）について次に掲げる

措置を講ずること。

(15) 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵しているものにあっては、当該蓄

電池 について次に掲げる

措置を講ずること。 
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改正後 改正前 

ア 電圧及び電流を自動的に監視する構造とし、電圧又は電流の異常を

検知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させること。 

ア 電圧及び電流を自動的に監視する構造とし、電圧又は電流の異常を

検知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させること。 

イ 異常な高温とならないこと。 イ 異常な高温とならないこと。 

ウ 温度の異常を自動的に検知する構造とし、異常な高温又は低温を検

知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させること。 

ウ 温度の異常を自動的に検知する構造とし、異常な高温又は低温を検

知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させること。 

エ 制御機能の異常を自動的に検知する構造とし、制御機能の異常を検

知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させること。 

エ 制御機能の異常を自動的に検知する構造とし、制御機能の異常を検

知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させること。 

(16) 急速充電設備のうち分離型のものにあっては、充電ポストに蓄電池

（主として保安のために設けるものを除く。）を内蔵しないこと。 

（新設） 

(17) 急速充電設備の周囲は、換気、点検及び整備に支障のないようにす

ること。 

(16) 急速充電設備の周囲は、換気、点検及び整備に支障のないようにす

ること。 

(18) 急速充電設備の周囲は、常に整理及び清掃に努めるとともに、油ぼ

ろその他の可燃物をみだりに放置しないこと。 

(17) 急速充電設備の周囲は、常に整理及び清掃に努めるとともに、油ぼ

ろその他の可燃物をみだりに放置しないこと。 

２ 屋外に設ける急速充電設備（全出力50キロワット以下のもの及び消防長

が認める延焼を防止するための措置が講じられているものを除く。）にあ

っては、前項に規定するもののほか、建築物から３メートル以上の距離を

保たなければならない。ただし、次に掲げるものにあっては     

、この限りでない。 

（１） 不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面するも

の 

（２） 分離型のものにあっては、充電ポスト

２ 屋外に設ける急速充電設備（全出力50キロワット以下のもの及び消防長

が認める延焼を防止するための措置が講じられているものを除く。）にあ

っては、前項に規定するもののほか、建築物から３メートル以上の距離を

保たなければならない。ただし、不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開

口部のないものに面するときは、この限りでない。 

（新設） 

（新設）

３ 前２項に規定するもののほか、急速充電設備の位置、構造及び管理の基

準については、前条第１項第２号、第５号、第８号及び第９号の規定を準

用する。 

３ 前２項に規定するもののほか、急速充電設備の位置、構造及び管理の基

準については、前条第１項第２号、第５号、第８号及び第９号の規定を準

用する。 

第３節 火の使用に関する制限等 第３節 火の使用に関する制限等 

（喫煙等） （喫煙等） 

第26条 次の各号に掲げる場所で、消防長が指定する場所（以下「指定場所」

という。）においては、喫煙し、若しくは裸火を使用し、又は当該場所に

第26条 次の各号に掲げる場所で、消防長が指定する場所（以下「指定場所」

という。）においては、喫煙し、若しくは裸火を使用し、又は当該場所に
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改正後 改正前 

火災予防上危険な物品を持ち込んではならない。ただし、特に必要な場合

において消防長が火災予防上支障がないと認めるときは、この限りでない。

火災予防上危険な物品を持ち込んではならない。ただし、特に必要な場合

において消防長が火災予防上支障がないと認めるときは、この限りでない。

(１) 劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂又は集会場（以下「劇場等」

という。）の舞台又は客席 

(１) 劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂又は集会場（以下「劇場等」

という。）の舞台又は客席 

(２) 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗若しくは展示場

（以下「百貨店等」という。）又は地下街の売場又は展示部分 

(２) 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗若しくは展示場

（以下「百貨店等」という。）又は地下街の売場又は展示部分 

(３) 文化財保護法（昭和25年法律第214号）の規定によって重要文化財、

重要有形民俗文化財、史跡若しくは重要な文化財として指定され、又は

旧重要美術品等ノ保存ニ関スル法律（昭和８年法律第43号）の規定によ

って重要美術品として認定された建造物の内部又は周囲 

(３) 文化財保護法（昭和25年法律第214号）の規定によって重要文化財、

重要有形民俗文化財、史跡若しくは重要な文化財として指定され、又は

旧重要美術品等ノ保存ニ関スル法律（昭和８年法律第43号）の規定によ

って重要美術品として認定された建造物の内部又は周囲 

(４) 第１号及び第２号に掲げるもののほか、火災が発生した場合に人命

に危険を生ずるおそれのある場所 

(４) 第１号及び第２号に掲げるもののほか、火災が発生した場合に人命

に危険を生ずるおそれのある場所 

２ 指定場所には、客席の前面その他見やすい箇所に「禁煙」、「火気厳禁」

又は「危険物品持込み厳禁」と表示した標識を設けなければならない。こ

の場合において、標識の色は、地を赤色、文字を白色とするものとする。

２ 指定場所には、客席の前面その他見やすい箇所に「禁煙」、「火気厳禁」

又は「危険物品持込み厳禁」と表示した標識を設けなければならない。こ

の場合において、標識の色は、地を赤色、文字を白色とするものとする。

（削除） ３ 前項の場合において、併せて図記号による標識を設けるときは、別表第

７に定めるものとしなければならない。

３ 指定場所（第１項第３号に掲げる場所を除く。）を有する防火対象物の

関係者は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る措置を講じなければならない。 

４ 指定場所（第１項第３号に掲げる場所を除く。）を有する防火対象物の

関係者は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る措置を講じなければならない。 

(１) 当該防火対象物内において全面的に喫煙が禁止されている場合 当

該防火対象物内において全面的に喫煙が禁止されている旨の標識の設置

その他の当該防火対象物内における全面的な喫煙の禁止を確保するため

に消防長が火災予防上必要と認める措置 

(１) 当該防火対象物内において全面的に喫煙が禁止されている場合 当

該防火対象物内において全面的に喫煙が禁止されている旨の標識の設置

その他の当該防火対象物内における全面的な喫煙の禁止を確保するため

に消防長が火災予防上必要と認める措置 

(２) 前号に掲げる場合以外の場合 適当な数の吸い殻容器を設けた喫煙

所の設置及び当該喫煙所における「喫煙所」と表示した標識の設置。た

だし、健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第３３条第２項に規定

する喫煙専用室標識を設ける場合においては、この限りでない。

(２) 前号に掲げる場合以外の場合 適当な数の吸い殻容器を設けた喫煙

所の設置及び当該喫煙所における「喫煙所」と表示した標識の設置（併

せて図記号による標識を設けるときは、別表第７に定めるものとするこ

と。）                         
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5/6 

改正後 改正前 

４ 第２項又は前項第２号本文に規定する標識と併せて図記号による標識を

設けるときは、「禁煙」又は「火気厳禁」と表示した標識と併せて設ける

図記号にあっては国際標準化機構が定めた規格第７０１０号又は日本産業

規格Ｚ８２１０に適合するものとし、「喫煙所」と表示した標識と併せて

設ける図記号にあっては国際標準化機構が定めた規格第７００１号又は日

本産業規格Ｚ８２１０に適合するものとしなければならない。

（新設） 

５ 第３項第２号に掲げる場合において、劇場等の喫煙所は、階ごとに客席

及び廊下（通行の用に供しない部分を除く。）以外の場所に設けなければ

ならない。ただし、劇場等の一部の階において全面的に喫煙が禁止されて

いる旨の標識の設置その他の当該階における全面的な喫煙の禁止を確保す

るために消防長が火災予防上必要と認める措置を講じた場合は、当該階に

おいて喫煙所を設けないことができる。 

５ 前項 第２号に掲げる場合において、劇場等の喫煙所は、階ごとに客席

及び廊下（通行の用に供しない部分を除く。）以外の場所に設けなければ

ならない。ただし、劇場等の一部の階において全面的に喫煙が禁止されて

いる旨の標識の設置その他の当該階における全面的な喫煙の禁止を確保す

るために消防長が火災予防上必要と認める措置を講じた場合は、当該階に

おいて喫煙所を設けないことができる。 

６ 前項の喫煙所の床面積の合計は、客席の床面積の合計の30分の１以上と

しなければならない。ただし、消防長が当該喫煙所の利用状況等から判断

して、火災予防上支障がないと認めるときは、この限りでない。 

６ 前項の喫煙所の床面積の合計は、客席の床面積の合計の30分の１以上と

しなければならない。ただし、消防長が当該喫煙所の利用状況等から判断

して、火災予防上支障がないと認めるときは、この限りでない。 

７ 指定場所を有する防火対象物の関係者は、当該場所で喫煙し、若しくは

裸火を使用し、又は当該場所に火災予防上危険な物品を持ち込もうとして

いる者があるときは、これを制止しなければならない。 

７ 指定場所を有する防火対象物の関係者は、当該場所で喫煙し、若しくは

裸火を使用し、又は当該場所に火災予防上危険な物品を持ち込もうとして

いる者があるときは、これを制止しなければならない。 

別表第７ 削除 別表第７（第26条関係） 

表示の種類 図記号 色 

禁煙である旨の表

示 

記号は黒、斜めの帯及

び枠は赤、地は白 

8



6/6 

改正後 改正前 

火気厳禁である旨

の表示 

記号は黒、斜めの帯及

び枠は赤、地は白 

喫煙所である旨の

表示 

記号は黒、地は白 
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